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デジタル・プラットフォームで消費者トラブルが起きている個別事例



２．デジタル・プラットフォーム企業から、消費者に対して、積極的
に消費者取引に関連する情報を提供すべきではないか。

 消費者行動のビッグデータの蓄積・分析により、消費者を評価・
誘導することへの対応

 オンライン・ショッピングモール運営事業者が行う不当表示等へ
の対応 等

１．デジタル・プラットフォーム企業に、「取引の場の提供者」として
の役割をもっと積極的に果たしてもらうべきではないか。

 出品者（販売者）の本人確認・情報提供
 製品の安全性への配慮、模倣品など違法なものでないことの確認
 苦情対応 等
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消費者政策における対応の方向性



〇消費者庁長官のもと、有識者・関係者が参集し、デジタル市場における消費者利益の確
保の観点から、消費者被害の実態を把握し、デジタル・プラットフォーム企業が介在する消
費者取引における環境整備等について、産業界の自主的な取組や共同規制等も含め、政
策面・制度面の観点から検討。

〇昨年12月に立ち上げ。本年夏ころを目途に法制度の在り方等について、結論を得ること
を目指す。
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デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引における環境整備等
に関する検討会について






